
押さえておきたい会計・税務・法律

グループ法人税制が平成22年度税制改正により導
入されてから数年経過しました。申告調整の方法だけ
でなく、税効果会計との関係など、押さえておくべき
内容は多岐にわたるため、実務上は一定の専門性が求
められる分野といえます。
本稿では、子法人株式に係る寄附修正を行っている
場合に、その後に子法人株式の譲渡や子法人の解散・
清算があったときの実務対応について、具体例を用い
て解説します。
なお、本稿の意見にわたる部分は筆者の私見である
ことをお断りしておきます。

内国法人が当該内国法人との間に完全支配関係（法
人による完全支配関係に限る）がある他の内国法人に
対して支出した寄附金については、その全額が損金不
算入になるとともに（法法37条2項）、当該他の内国
法人が受けた受贈益についてその全額が益金不算入と
なります（法法25条の2）。結果として、100％グルー
プ全体でみた所得への影響は生じないことになります。
右上図のような100％親子間での寄附金だけでなく、

100％子法人間の寄附金、そのほか100％の完全支配
関係にある法人間の寄附金が対象になりますが、「法

人による完全支配関係に限る」と規定されているた
め、個人による完全支配関係にある法人間の寄附金な
ど、個人の所有する株式の相続財産評価に影響を及ぼ
すような寄附金は対象外とされています。

1. 子法人株式の簿価修正と利益積立金額の加減算の
取扱い
全額損金不算入となる寄附金を支出した法人の株主
法人（寄附金の支出法人と完全支配関係がある法人）
において、税務上、寄附金を支出した法人の株式につ
いて簿価修正（減額修正）を行います。同様に、全額
益金不算入となる受贈益を受領した法人の株主法人
（寄附金の受領法人と完全支配関係がある法人）にお
いて、税務上、受贈益を受領した法人の株式について
簿価修正（増額修正）を行います（法令119条の3第
6項）。これらの簿価修正は、税務上の利益積立金額
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を相手勘定として行うことになります（法令9条1項
7号）。会計上簿価修正は行われませんので、申告調
整により対応することになります。その内容は、次項
で具体例により解説します。
なお、なぜこのような処理が要求されているかです
が、子法人が、完全支配関係がある他の法人に対して
寄附金を支出し、資産を流出させることにより、親法
人がその後に子法人株式を低い時価で譲渡することに
よる譲渡損の計上などの租税回避行為を防止する趣旨
があると考えられます。この場合、子法人株式の簿価
が減額修正されていれば、譲渡損は生じないことにな
ります。

2. 寄附修正に係る申告調整実務
以下、具体例により、寄附修正の実務を解説します。

親法人において、子法人株式の簿価修正（増額修正）
が行われます。税務上の仕訳で表すと次のとおりです
が、会計処理は発生しませんので、親法人の法人税申
告書別表5（1）で調整します。仮に親法人における子
法人株式の簿価がもともと1,000であったとしますと、
寄附修正後の税務上の簿価は1,100になったことを
意味します。

前記の「差引翌期首現在利益積立金額」の残高100

は、将来において当該子法人株式が譲渡されたとき
に、別表4に100の減算（留保）が入ることで消えま
す。従って、税効果会計における将来減算一時差異に

該当します。繰延税金資産の回収可能性を判断し、回
収可能性があると認められるものについては繰延税金
資産を計上します。

上図のケースでは、親法人であるA社において、B

社株式およびC社株式についての簿価修正が必要にな
ります。税務上の仕訳で表すと、次のようになります。

前記の子法人B社株式の「差引翌期首現在利益積立
金額」の残高△300は、将来において当該子法人株式
が譲渡されたときに、別表4に300の加算（留保）が
入ることで消えます。従って、税効果会計における将
来加算一時差異に該当します。繰延税金負債を計上す
る必要があります。
また、上記の子法人C社株式の「差引翌期首現在利

益積立金額」の残高300は、将来において当該子法人
株式が譲渡されたときに、別表4に300の減算（留保）
が入ることで消えます。従って、税効果会計における
将来減算一時差異に該当します。繰延税金資産の回収
可能性を判断し、回収可能性があると認められるもの

S社株式　　　　　100　／　利益積立金額　　　100

▶別表五（一）　利益積立金額および資本金等の額の計
算に関する明細書

Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書

区分
期首現在利
益積立金額

当期の増減 差引翌期首現在
利益積立金額
①－②＋③減 増

① ② ③ ④
利益準備金
　　積立金
S社株式
（寄附修正） 100 100

A社

100％ 100％

B社 C社

寄附金300

利益積立金額 300 ／ B社株式 300

C社株式 300 ／ 利益積立金額 300

▶別表五（一）　利益積立金額および資本金等の額の計
算に関する明細書

Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書

区分
期首現在利
益積立金額

当期の増減 差引翌期首現在
利益積立金額
①－②＋③減 増

① ② ③ ④
利益準備金
　　積立金
B社株式
（寄附修正） △300 △300

C社株式
（寄附修正） 300 300

例1　100％グループ内子法人S社が親法人P社から
寄附金100を受領した場合
（かつ親法人による直接保有割合が100％の場合）

例2　100％子法人間の寄附の場合
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（2）B社における調整

親法人が子法人株式について寄附修正を行い、その
後の事業年度にその子法人株式を譲渡したときは、親
法人の法人税申告書別表4に加算または減算の調整が
入ることにより、別表5（1）の調整は消えます。
先の例1を前提として、具体的に解説します。

会計上は、当該将来減算一時差異について繰延税金

については繰延税金資産を計上します。

3. 直接保有割合が100％でない場合の取扱い
寄附修正は、法人による完全支配関係がある場合の
法人間の寄附金について適用されますが、直接保有割
合が100％とは限りません。直接保有割合が100％で
ない完全支配関係にある法人間の寄附金にも、この取
扱いは適用されます。利益積立金額の加減算調整にお
いて、以下の例のように持分割合（親法人が保有する
子法人株式数／子法人の発行済株式数）を考慮して計
算します。

上図のケースでは、A社が保有するB社株式につい
て100％の持分割合を考慮して、かつ、C社株式につ
いて80％の持分割合を考慮して計算します。また、
B社が保有するC社株式について20％の持分割合を考
慮して計算します。

（1）A社における調整

Ⅳ　寄附修正を行った子法人株式に係る譲渡が
　　あった場合の処理

利益積立金額 500 ／ B社株式 500

C社株式 400 ／ 利益積立金額 400

▶別表五（一）　利益積立金額および資本金等の額の計
算に関する明細書

Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書

区分
期首現在利
益積立金額

当期の増減 差引翌期首現在
利益積立金額
①－②＋③減 増

① ② ③ ④
利益準備金
　　積立金
B社株式
（寄附修正） △500 △500

C社株式
（寄附修正） 400 400

C社株式　　　　　100　／　利益積立金額　　　100

▶別表五（一）　利益積立金額および資本金等の額の計
算に関する明細書

Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書

区分
期首現在利
益積立金額

当期の増減 差引翌期首現在
利益積立金額
①－②＋③減 増

① ② ③ ④
利益準備金
　　積立金
C社株式
（寄附修正） 100 100

▶別表四　所得の金額の計算に関する明細書

区分
総額

処分

留保 社外流出

① ② ③

当期利益または
当期欠損の額

配当
その他

加算

減算
S社株式に係る
寄附修正認容 100 100

▶別表五（一）　利益積立金額および資本金等の額の計
算に関する明細書

Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書

区分
期首現在利
益積立金額

当期の増減 差引翌期首現在
利益積立金額
①－②＋③減 増

① ② ③ ④
利益準備金
　　積立金
S社株式
（寄附修正） 100 100 0

A社

100％ 80％

20％

B社

C社寄附金
500

例3　直接保有割合が100％でない完全支配関係に
ある法人間の寄附金の場合
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資産を計上していた場合は、一時差異の解消に合わせ
てその繰延税金資産を取り崩すことになります。

親法人が子法人株式について寄附修正を行い、その
後の事業年度にその子法人が解散・清算したものとし
ます。税務上、親法人と子法人との間に完全支配関係
があるときは、親法人において子法人株式に係る譲渡
損益は計上されません。子法人の残余財産がない場合
も、子法人株式の消却損は損金不算入となります（法
法61条の2第17項）。譲渡損益に相当する額は税務上
の資本金等の額の加算または減算とされ、また、消却
損に相当する額は資本金等の額の減算とされます（法
令8条1項22号）。
先の例1を前提として、子法人が解散し、残余財産
がないことが確定したものとします。なお、子法人株
式の寄附修正前の簿価が1,000、寄附修正後の簿価が
1,100であったとします。会計上の簿価は寄附修正前
の税務上の簿価と同じ1,000であったものとします。

（1）会計上の仕訳

（2）税務上の仕訳

会計上の子法人株式消却損を別表4で加算します。
また、利益積立金額と資本金等の額との間でプラス・
マイナス1,100の振替調整が入ることによって、資本
金等の額が1,100減少することが正しく表されます。
子法人株式の簿価修正に係る利益積立金額の残高に
ついては、通常の子法人株式の譲渡の場合には別表4

の減算対象になりますが、本件の場合は、損金の額に
算入できないので、別表4の減算は発生しません。別
表5（1）上で落として、結果として資本金等の額との
間の振替調整1,100との差額である1,000が別表4の
加算（留保）と対応することになります。
子法人の解散を決議した時点で、損金不算入となる
ことが明らかですので、寄附修正の100に対して繰
延税金資産を計上していた場合には、取り崩すことに
なると考えられます。

（注）文中、法令条文等は、以下のとおり略して記載してい
ます。
法法：法人税法
法令：法人税法施行令

Ⅴ　寄附修正を行った子法人が解散・清算した
　　場合の処理

子会社株式消却損　1,000　  ／  　子会社株式　1,000

資本金等の額　　　1,100　  ／  　子会社株式　1,100

▶別表四　所得の金額の計算に関する明細書

区分
総額

処分

留保 社外流出

① ② ③

当期利益または
当期欠損の額

配当
その他

加算 S社株式消却損
加算 1,000 1,000

減算

▶別表五（一）　利益積立金額および資本金等の額の計
算に関する明細書

Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書

区分
期首現在利
益積立金額

当期の増減 差引翌期首現在
利益積立金額
①－②＋③減 増

① ② ③ ④
利益準備金
子法人S社株式
（寄附修正） 100 △100 0

資本金等の額 1,100 1,100

Ⅱ　資本金等の額の計算に関する明細書

区分 期首現在資
本金等の額

当期の増減 差引翌期首現在
資本金等の額減 増

資本金または
出資金 300

資本準備金

利益積立金額 △1,100 △1,100
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